


































































































































































その中心となったのがドイツ原子力フォーラム協会 Verein Deutsches Atomfo-
rumである。その世論操作技術は、例えば２００９年の連邦議会選挙において遺憾
なく発揮され、原発操業期間延長に世論を誘導した。この戦略は、福島という
大事故の現実が、全てのメディアの紙面を変えていなかったなら、今なお成功
していたであろう。
エネルギー会社は、原発からの脱却に妥協できた。脱却の費用負担を免れ、
オールタナティヴな活動領域が開かれたからである。何故脱却費用を免れたか
というと、エネルギー会社は、エネルギー政策の転換と閉鎖された原発の原状
回復にかかる費用に充当される特別税の支払いをする必要がなく、原発の耐用
年数（約７年）をはるかに超えて約３２年間操業できることになったからであ
る。オールタナティヴな活動領域は、再生エネルギーの大規模プロジェクトの
基盤整備が促進され、「緑の電気」の販売が助成されることによって開かれる。
加えて石炭発電の増設とガス発電の拡大も可能である。もっともエネルギー会
社は廃棄物の処理に出費しなければならない。これについてもエネルギー会社
は巨大な免税積立金を積み立ててきた。妥協は、批判的世論の大半が、１０年以
内の早期脱却を諦めたことによっても可能となった。
批判的な市民の力は非常に大きかったが、忘れてはならないのは、それを本
当の意味で後押ししたのは、チェルノブイリと福島の大事故であった。
３．なぜドイツ、オーストリア、スイスなのか？
原発からの脱却が何故ドイツ、オーストリア、スイスで生じたかという問い
には、推測を交えてしか答えることができない。私は、結局のところドイツロ
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マン主義が影響を与えたとする文化社会学的説明に説得力があると考えてい
る。ドイツロマン主義は、夢想、現実政治に対する距離、エンテレヒーの三つ
のメルクマールによって特徴付けられる。再生可能エネルギーの循環による社
会という夢想、結果に対する大きな配慮なくラディカルな決定を要求する、政
治との距離観、自然は人間が必要とするものを全て内包するという信念に見ら
れるエンテレヒーである。
Ⅲ．原子力からの脱却における法の役割
１．ドイツの法文化
ドイツは一般的に言って、極めて高い規制密度と、市民が紛争を裁判に持ち
込む強い性向により特徴づけられる。原子力法もまた高い規制密度を示してい
る。加えて大量の判決が出されており、高度に細分化された、外国人観察者に
とっては細分化されすぎた法教義学を生み出した。ドイツ人の法への信仰は、
歴史的にはドイツ民主主義の遅れによって説明可能な非政治的態度と一体的で
ある。しかしドイツ人は官憲国家の挫折の後、二つの世界大戦と学生運動の帰
結の中で民主主義の教訓を学んだ。このことは、批判的世論は法的手段をとっ
て挫折すると、ほとんどの場合政治的手段へと実践的に切り替えてきたこと
に、表れている。
２．行政法と憲法
脱原発に関わる法律の役割については、２つの法領域を区別してお話しした
い。一つは、行政法、これは個々の原発に狙いを定めてその安全性を審査し、
あるいはその操業を停止させる、そういうことについて役割を果たす法領域。
もう一つは、憲法で、これは社会が脱原発をするかしないかという全体に関
わる法領域、原子力エネルギー全体の妥協のフォーラムとして機能した。
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３．行政法の役割
行政法は、いわゆる予防原則という原則を採用して、非常に厳しい規制を掛
けている。予防原則は次のように解釈された。通常の操業において許される線
量が周辺地域に関しては１ミリシーベルト（MSv）、労働者については２０MSv
に制限される。制御不能の事故の危険確率は、１００万分の１を超えてはならな
い。ライン川のコブレンツの北にあるミュルハイムケーリッヒ原発の場合に
は、地震の発生可能性があり地震に対する予防がなされていないということ
で、連邦憲法裁判所が許可を取り消した。そこでの地震の発生率は、この日本
よりもはるかに低い。
行政訴訟の場合、ドイツでは、第三者の出訴権限は、一般的に言って制約さ
れている。しかし、原発を相手取る行政訴訟の場合は、非常に広く原告適格が
認められている。原発から周囲２６０km以内に居住する全住民に原告適格が認
められる。
行政裁判所が、行政が行った許可処分が合法か違法かを判断する場合、これ
は日本と同じで、行政の専門裁量という前提に立っている。裁判所は１９８５年頃
から司法抑制を始め、官庁に専門的判断余地を承認し、行政と同じレベルで原
発の建設、操業の要件適合性を審査するのではなく、行政の判断の適合性を審
査する。ただし、事実根拠や評価基準については、裁判所自らが審査をしてい
るので比較的積極的な判断をしていると言ってよい。
日本もドイツも同じだが、現在操業されている原発の数が多いということか
らすると、事後的な審査が重要な意味を持ってくることになる。その意味で許
可の取り消し訴訟だけではなく、事後的になされるべき改善命令に掛かる訴訟
が重要になってくる。
事後的な改善命令の場合、二つの方向が区別される。１つは、建設的、前向
きな方向での命令であり、それによって施設の改善をしていくものである。も
う一つは、後ろ向きの否定的な命令で、差し止め、操業停止を命ずるもの、こ
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の２つに大きく区分することができる。行政官庁は、許可を下ろした時点から
時間が経った現時点での新たな科学技術の水準に基づいて、改善命令を出すこ
とができる。しかしその場合、改善しない場合に非常に大きな事故が起こると
いう蓋然性がない場合には、改善措置について補償をしなければならない。こ
れは行政にとって財政負担となるので、改善命令を出すということが難しい状
況である。
次に事後的な改善命令で、行政は差し止めを命ずることができる。しかしそ
の場合の条件として予防原則は適用されない。差し迫った危険があるという条
件があることと、もう一つは、改善措置ではこの危険の回避が達成されないと
いう場合に、操業停止の命令を出すことができる。非常に大きな危険があると
ういことが証明された場合と、改善してもその危険が取り除かれないという条
件がある場合の操業停止には、補償は必要ない。
もっとも、補償なしで操業停止に持ちこむには、行政が本当に危険だという
ことを証明しなければいけないので、これは非常に難しい。しかも、一つ一つ
の原発について、それを証明していかなければ、脱原発には繋がらない。そこ
でドイツでは、行政法を通じた脱原発ではなくて、むしろ立法措置を通じて脱
原発の道を進む、という方向を取った。
ただし日本との比較で興味深いと思われるのは、ドイツでは原告適格を持っ
た住民が、事後的な改善措置を取る命令を出すこと、あるいは操業停止の命令
を出すこと、これを行政に対して訴えることができるということである。昨日
別の機会で議論をした際、そこで弁護士の方と議論をした。日本の場合、今説
明したような、行政に対する事後的な改善命令、あるいは操業停止命令を求め
る行政訴訟は提起できず、許可の取消し、あるいは無効確認を訴えることがで
きるだけだ、とのことだった。
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４．憲法の役割
まず原発によって健康リスクを被るおそれがある者は、健康保護に対する基
本権に依拠することができる。これは単に国家の侵害に対する防御権のみなら
ず、憲法裁判所判例によれば、私人による侵害に対する国家の保護を求める権
利でもある。しかもこの権利は、健康に対する危険に妥当するのみならず、健
康に対するリスク、換言すれば予防原則の領域にも妥当するとされている。こ
のように憲法が規定している基本権に則って行政訴訟を提起するという意味
で、憲法は行政法と関連がある。
しかし脱原発のための法ということとの関わりで、憲法はより重要な意味を
持つ。理論的に考えられることは、憲法上の健康に対する基本権ということを
理由に、脱原発法を作るという要求ができることである。
反対に脱原発法は、所有権の自由に対する国家的な介入であって、所有権を
侵害するということから、憲法は、脱原発法に反対する根拠にもなる。このよ
うに憲法は、脱原発立法について、２つの観点から役割を持つことになる。
重要なのは、憲法上保証されている所有権、所有権保護が、脱原発にとって
１つの障害になるという問題である。原発会社の主張は、脱原発とは、すべて
にわたって所有権の収用であるから、これは補償を伴わなければならない、と
いうものである。
そこでドイツにおける所有権保護ということについて、垣間見てみることに
しよう。
土地にしても工場にしても、所有権の介入という局面について、３つの側面
を区別することができる。
第一は、所有権の行使によって第三者を危険にさらさないように、所有権の
内容を規定する、あるいはそれが及ぶ範囲を限定するという形での介入のあり
かたである。これを原発に適応すると、原発は周囲に危険をもたらすので、そ
の所有権は制約される、と言うことができる。しかし所有権の内容規定を通じ
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て原発からの脱却を考えるというのは適合的とは言えない。というのは、内容
規定は所有権への大きな介入であって、差し迫った危険の論証がなければ補償
を回避できず、しかもそれぞれの原発について、周囲に危険をもたらすかもた
らさないか、ということを判断していかなければならない。したがって、この
所有権の内容規定という形での介入は、脱原発にはなかなかつながりにくい。
第二の所有権に対する介入のあり方は、収用である。この場合には、補償が
当然伴わなければならない。収用は、私的な物を国家が公共目的のために取り
上げて、他の用途に使うというもので、例えば、土地を取り上げて道路を建設
するというものである。しかし原発の場合、脱原発というのは収用には当たら
ない。なぜならば、原発を国家が取り上げて、何か公共的な目的のために、そ
れを使うということではないからだ。
次に三番目の介入の仕方を考えてみたい。それは、社会あるいは経済に新し
いセクション、新しい部門を形作っていくという方向の中で、所有権の法的な
地位を取り上げる、という形での介入の仕方である。この場合には補償は必要
ない。しかし、二つの前提条件があり、それが満たされなければならない。
第一の前提条件は、社会あるいは経済の作り替えが、公共的な利益を持って
いるということであり、第二に、その法的な地位を剥奪される、取り上げられ
る人が、その人の経済活動の転換に一定の時間的な猶予が与えられるというこ
とである。この二つの前提条件が満たされれば、補償の必要はない。
連邦憲法裁判所は、ドイツの水法に関わる事件で、この理論を既に展開して
いる。水法は、歴史的にみると誰が水を使うことができるかということについ
て、この観点を中心に規定されてきたが、６０年代、７０年代には、環境問題が発
生する中で、水質の観点が問題となってくるようになる。そこで水法それ自体
の規制目的、性格が次第に変わっていくことになり、誰が利用すべきか、どの
ように利用されるべきかということから、環境の汚染をどうするか、汚染をさ
せないということへと、水法上の関心が移動していくことになり、水の利用を
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制限する規定をもつことになった。
このような転換の関連の中で次のような問題が生じた。かつて土地所有者
は、自分の土地で砂利採取をする権利を持っていた。ところが砂利を採取して
しまうと、いわばフィルターの機能を取ってしまい、地下水が汚染されるとい
う問題が生じてくることになる。そこで砂利採取の申請をした所有権者に対し
て、行政は、水法の規定に基づき、許可をしなかった。裁判所はこれを支持し、
権利者に対して他の経済活動への乗り換えを可能とする、適切な移行時間が認
められる場合、砂利採取の古い権利はとりあげられ、しかも補償の必要はない
と判断した。
ある法領域の再編成を契機として所有権の地位が次第に解消されるという、
この第３番目のカテゴリーは、脱原発を補償無しで可能にする理論たり得るも
のと考える。
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